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Ⅰ 酪農及び肉用牛生産の近代化に関する方針

倶知安町の農業は、周囲を山岳で囲まれた豪雪地帯の厳しい自然条件を克服しながら、土地資源

を有効活用し、区域性や立地条件に既応した営農を基本に展開してきた。中央部を流れる主流「尻

別川」、支流「倶登山川」、「ポンクトサン川」、「砂利川」流域は水田地帯、山岳部は酪農地帯、比

較的平坦な盆地は畑作地帯として、稲作、畑作、酪農を基幹として適地適作を進め、米、馬鈴しょ、

小豆、大豆、小麦、てん菜等を中心に町の基幹産業として区域経済の発展に寄与している。

耕地面積は平成３０年度において田７６０ha、畑３，３４３ha となっており、水稲作付面積は２

２３ha で、耕地面積における畑作物の占める割合が大きくなっている。また、農業基盤の整備にお

いては、昭和３６年から国営、道営、団体営等各種事業が実施され、ほぼ農業基盤の安定が図られ

ている。

農家戸数は１７６戸で、専業農家と第１種兼業農家が９０％以上を占めている。しかしながら近

年、後継者のいない農家が増加しつつあるものの、畜産農家に関してはその多くについて後継者が

確保されている等、長期的な経営が望める状況である。

このような中、農業をめぐる情勢は、生産資材の高騰や農畜産物価格の低迷、ＴＰＰ協定大筋合

意による更なる輸入農畜産物との競合が懸念されるほか、産地間競争の激化、また海外悪性伝染病

の発生懸念など、環境問題や農畜産物の安全性に対する関心の高まりなど、依然として厳しさを増

している。

そのため町としては、畑作を基幹とし、酪農及び肉用牛の安定的な発展を期すためには、農畜産

業を本町の柱として位置づけ長期的展望に立って効率的な経営構造の確立と生産性の向上を図る

とともに、畜産物の生産・加工・流通を含めた衛生管理の強化や家畜防疫対策の徹底などを図り、

今後とも増大していく需要に応じて、生乳及び肉用牛の安定した供給を目指し酪農及び肉用牛生産

の振興合理化に努める必要がある。

なお、肉用牛計画については、策定基準を満たしていないが、当町の肉用牛の振興を図るため、

市町村計画の内容に準ずる計画として策定する。

１．経営・技術指標

酪農、肉用牛経営ともに就農支援資金の活用や、就農研修に対する支援など後継者の育成確保

などを積極的に進め、生産構造の強化、区域の活性化に努める。

また、休日の確保のために労働時間の改善、大規模経営による生産量の確保、離農の抑制や就

農人工の維持のため、経営の法人化を積極的に進める。

さらに、女性や後継者など農業従事者の地位向上で適正評価が行える環境づくりに努める。特

に農業労働の相当部分を担い、生活面においても大きな役割を果たしている女性については、経

営の参画、家族協定の推進など適正な評価と地位向上に努める。

２．畜産経営支援組織の育成

平成１３年設立の「ようてい酪農ヘルパー組合」により、定期的な休日確保で労働時間が軽減

されてきており、また、ＪＡ及び町の助成により、経費の軽減がされるなかで、ゆとりある酪農

経営の実現を図る。

３．公共牧場の利用

放牧利用、採草地の利用（採草地利用組合）により経費及び労働時間の軽減を図る。

４．家畜の改良増殖及び新技術・効率的な生産方式の開発・普及

乳用牛については、乳検データー等を有効活用し飼養管理技術の改善、乳用牛の計画的更新、

性判別技術・受精卵移植等の技術を活かし乳量及び乳質の向上等牛群の能力改良を推進する。

肉用牛については、優良繁殖雌牛の導入や性判別技術、優良精子の活用による資質の向上並び

に飼養管理技術の向上により、市場性の高い肥育素牛及び優良な繁殖雌牛の生産に努める。
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５．家畜衛生及び畜産物の安全性の確保

食品の安全に対する消費者の期待に応え、安全な畜産物の生産を推進するため動物用医薬品、

飼料及び飼料添加物の適正使用に努める。

家禽疾病防止対策や畜産物の品質保持のための点検・巡回指導等を継続して実施するととも

に、各農家でポジティブリスト制度関連、牛舎環境を改善し、飼養衛生管理基準及び家畜排せつ

物法の遵守に努め、また、家畜衛生管理施設の衛生改善に努める。

６．堆肥の適正利用及び耕畜連携の取組

堆肥土壌分析を実施し、堆肥の適正施肥や肥料費削減等を推進するとともに、畜産農家が生産

した堆肥を耕種農家が利用し、また、耕種農家が生産した飼料用米を畜産農家が利用する、環境

に配慮した、耕畜連携に取り組んでいく。

７．飼料の生産及び利用

各農家で牧草、デントコーンを作付し、また、公共牧場での採草、預託放牧を実施することに

より、自給自足の確保に努める。また、植生改善の取組として飼料作物の収量調査及び植生調査

を実施し、良質粗飼料の生産を推進する。さらに、飼料用米や野菜規格外品等未利用資源の活用

も推進する。

８．畜産クラスターの取り組み

区域の酪農及び肉用牛生産基盤の強化と区域ぐるみの収益性の向上を図るため、ようてい農

業協同組合が事務局となり、倶知安町を含むようてい農業協同組合管内の畜産農家を中心的な

経営体とした「ようてい広域畜産クラスター協議会」を平成２７年に設立し、区域の現状と課題

の分析を行い、共通の目標としての区域に将来像を実現するための具体的な取組を進め、区域全

体の収益性を向上させる畜産クラスターの継続的な取組を生産者、町、農協その他関係機関が一

体となって推進する。

飼養規模の拡大、飼養管理改善への取組として、生産効率向上やコストの低減を図るための家

畜飼養施設の規模拡大や先端技術の導入を推進し、その作業体系、技術等の情報提供を行うとと

もに、研修会等を開催することで、区域内の先進的モデルの実践例として区域への普及拡大を図

る。また、各農家が動物用医薬品の使用や洗浄消毒状況などポジティブリスト制度関連項目や、

牛舎環境を記帳し、飼養衛生管理の徹底に努める。

自給飼料生産の拡大への取組として、作業効率の向上を図るための飼料収穫等機械の導入を

推進するとともに、植生改善を推進するための収量調査、植生調査を継続して実施する。

また、区域内の輪作体系を構築するための農地交換等取組による飼料作付面積の拡大や、飼料

用米・野菜規格外品等未利用資源の活用を推進し、自給飼料の生産及び品質の向上を図るととも

に、その生産・利用の拡大を通じ、低コスト化及び畜産物の生産拡大・高付加価値化を図る。

畜産環境問題への対応の取組として、堆肥を有効活用し、肥料購入に掛かる経費の節減を図る

ため、畜産農家が生産した堆肥を耕種農家が利用し、また、耕種農家が生産した飼料用米を畜産

農家が利用するなど、耕畜連携による循環型農業の構築を図るとともに、土壌診断の実施による

適正な施肥管理を推進する。

また、家畜排せつ物管理施設の適正な管理及び家畜排せつ物を適正に使用するよう指導し、家

畜排せつ物法及び飼養衛生管理基準の遵守の徹底に努める。
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Ⅱ 生乳の生産数量及び乳牛の飼養頭数の目標又は肉用牛の飼養頭数の目標

１ 生乳の生産数量及び乳牛の使用頭数の目標

（注）１．成牛とは、24 ケ月齢以上のものをいう。以下、諸表において同じ。

２．生乳生産量は、自家消費量を含め、総搾乳量とする。

３．「目標」欄には、令和１２年度の計画数量を、「現在」欄には原則として平成３０年度の数量を記入する

こと。以下、諸表において同じ。

２ 肉用牛の飼養頭数の目標

（注）１．繁殖雌牛とは、繁殖の用に供するすべての牛であり、子牛、育成牛を含む。

２．肉専用種のその他は、肉専用種総頭数から繁殖雌牛及び肥育牛頭数を減じた頭数で子牛を含む。以下、諸表において

同じ。

３．乳用種等とは、乳用種及び交雑種で、子牛、育成牛を含む。以下、諸表において同じ。

区域名
区域
の範囲

現在（平成３０年度） 目標（令和１２年度）

総頭数 成牛頭
数

経産牛
頭数

経産牛１
頭当たり
年間搾乳
量

生乳
生産

総頭数 成牛頭数 経産牛
頭数

経産牛１
頭当たり
年間搾乳
量

生乳
生産

北海道 倶知安町

頭

743

頭

472

頭

454

kg

7,590

t

3,446

頭

759

頭

482

頭

464

kg

8,004

t

3,714

合計 743 472 454 7,590 3,446 759 482 464 8,004 3,714

区域名
区域
の範
囲

現在（平成３０年度） 目標（令和１２年度）

肉用牛
総頭数

肉専用種 乳用種等 肉用牛
総頭数

肉専用種 乳用種等

繁殖
雌牛

肥育牛 その他 計 乳用種 交雑種 計 繁殖
雌牛

肥育
牛

その
他

計 乳用種 交雑種 計

北海道 倶知

安町

頭
79

頭
52

頭
0

頭
27

頭
79

頭
0

頭
0

頭
0

頭
120

頭
87

頭
0

頭
33

頭
120

頭
0

頭
0

頭
0

合計
79 52 0 27 79 0 0 0 120 87 0 33 120 0 0 0
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Ⅲ 酪農経営又は肉用牛経営の改善の目標

１ 酪農経営
単一経営

（注）１．「方式名」欄には、経営類型の特徴を、「備考欄」には「方式」の欄に掲げる方式を適用すべき区域名等を記入すること。

２．６次産業化の取組を織り込む場合には、基本方針の第３の票のように、６次産業化部門に係る指標を分けて記入すること。

３．（注）１，２については、「２肉用牛経営方式」についても同様とする。

２ 肉用牛経営

（１）肉専用種繁殖経営

方式名
（特徴となる取
組の概要）

経営概要

経営形態

飼養形態

経産牛頭数 飼養方式 外部化 給与方式 放牧利用(放牧地
面積)

スタンチョン 家族経営
頭

50 ST ﾍﾙﾊﾟｰ公共牧野 分離給与

ha
舎飼

生産性指標

備考

牛 飼料 人
生産コスト 労働 経営

経産牛
1頭当たり
乳 量

更新
産次

作付体系
及び単収

作付延べ面積
※放牧利用を含む

外部化
（種類） 購入国産飼料

飼料自給率
（国産飼料） 粗飼料給与率

経営内堆肥
利用割合

生乳1kg当たり費用合
計（現状平均規模との
比較）

経産牛1頭当たり
飼養労働時間

総労働時間
（主たる従事者） 粗収入 経営費 農業所得

主たる従事
者1人当た
り所得

kg
8,000

産
4

kg

ﾁﾓｼー 主体4,150kg

ﾄｳﾓﾛｺｼ5,700kg

ha
72.0 個別完結 ﾋﾞｰﾄﾊﾟﾙﾌﾟ

％
74.5

％
75

割
10

円
62.2

hr
66.5

hr
3,515(1,800)

万円
4,822

万円
3,448

万円
1,374

万円
687

方式名
（特徴となる
取組の概要）

経営概要
経営形態 飼養形態

飼養頭数 飼養方式 外部化 給与方式 放牧利用（放牧地面積）

肉専用種
繁殖経営
(複合）

家族経営複合
頭

30 牛房群飼 公共牧野 分離給与

ha
舎飼

家族経営複合 50 牛房群飼 公共牧野 分離給与 舎飼

生産性指標

備考

牛 飼料 人

生産コスト 労働 経営

分娩間隔 初産月齢 出荷月齢 出荷時体

重

作付体系

及び単収

作付延べ面

積※放牧利

用を含む

外部化

(種類)

購入国産飼

料（種類）

飼料自給率

（国産飼

料）

粗飼料

自給率

経営内堆肥

利用割合

子牛1頭当たり費用

合計(現状平均規模と

の比較)

子牛1頭当たり

飼養労働時間

総労働時間（主たる

従事者）

粗収入 経営費 農業所得 主たる従事

者1人当た

り所得

ヶ月

12.5

ヶ月

24.0

ヶ月
去勢 8.0
雌 8.0

kg
去勢 253
雌 235

kg
ﾁﾓｼｰ主体
4,150kg

ha

29.0 ― 飼料米

％

93.3

％

92

割

10

円

376,947

hr

85.9

hr

2,305(2,000)

万円

1,773

万円

1,156

万円

617

万円

594

12.5 24.0 去勢 8.0
雌 8.0

去勢 253
雌 235

ﾁﾓｼｰ主体
4,150kg

51.2 ― 飼料米 93.3 92 10 336,033 58.6 3,051(2,000) 2,891 1,840 1,051 972
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Ⅳ 乳牛及び肉用牛の飼養規模の拡大に関する事項

１ 乳牛（乳肉複合経営を含む）

（区域別乳牛飼養構造）

（注）「飼養農家戸数」欄の（）には、子畜のみを飼育している農家の戸数を内数で記入する。

（２）乳牛の飼養規模の拡大のための措置

生乳生産量の増加を図るため、次の取り組みを実施する。

・酪農ヘルパーの活用や、乳群検定情報の効率的な活用を行い、労働力軽減対策を通じた省力化の推進による経営体質の強化に

努める。

・個乳定期検査を実施し、乳質改善による手取り乳代向上及び生産性の向上を図る。

・性判別精液の活用や海外の優良な受精卵の導入を推進し、家畜改良に取り組むとともに、飼養管理の改善を行い、乳量の向上

及び乳質の改善を図る。

・自給率の向上や放牧等による自給飼料の活用拡大を図り生産コストの低減を行い、生乳の需給動向に即した計画的な生産を図

る。

２ 肉用牛

（１）区域別肉用牛飼養頭数

（２）肉用牛の飼養規模の拡大のための措置

飼養規模拡大を図るため、次の取り組みを実施する。

・１戸の農家について家畜飼養管理施設の整備を実施し、繁殖雌牛５０頭規模まで飼養規模を拡大する。

・所得の確保・増大に向け、区域の営農条件に即した複合経営を形成し、繁殖雌牛の分娩期間の短縮や肥育素牛の飼養期間の短

縮、事故率の低減、飼養管理の改善、粗飼料の有効活用などによる低コスト生産、出荷頭数の増加に努める。

・性判別精液の活用や海外の優良な受精卵の導入を促進し、家畜改良に取り組み、繁殖の向上を図り生産規模の拡大を図る。

区域名

①総農家

戸数

(戸)

②飼養農

家戸数

(戸)

②／①

(％)

乳牛頭数(頭) １戸当た
り平均飼
養頭数
③／②
(頭)

③総数 ④うち
成牛頭
数

倶知安町
現在

目標

176 11

11
(0)

6 743

759

472

482

68

69

合計

現在

目標

176 11

11

(0)

6 743

759

472

482

68

69

区域名

①

総農家戸

数

②

飼養農

家戸数

②/① 肉用牛飼養頭数

総数 肉専用種 乳用種等

計 繁殖雌牛 肥育牛 その他 計 乳用種 交雑種

肉
専
用
種
繁
殖
経
営

倶知安町
現在

目標

戸

176

戸

2

2

％

2

頭

79

120

頭

79

120

頭

52

87

頭

0

0

頭

27

33

頭

0

0

頭

0

0

頭

0

0

合計

現在

目標

176 2

2

2 79

120

79

120

52

87

0

0

27

33

0

0

0

0

0

0
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Ⅴ 国産飼料基盤の強化に関する事項

１ 飼料の自給率の向上

２ 具体的措置
・省力化機械を導入するとともに、飼料用米や野菜規格外品等未利用資源の活用を推進し、自給飼料生産に係る作業効率、飼料生産及
び品質向上を図るとともに、自給飼料の生産・利用拡大を通じ、低コスト化及び畜産物生産拡大を図る。

・計画的な草地の整備改良、農地の流動化による土地の利用集積、公共牧場の有効活用、耕作放棄地の利用促進、転作田への飼料作物
の作付等、耕種部門との連携により、飼料生産基盤の充実を図る。

・優良草種品種の導入、栽培管理収穫調整技術による単収の向上、草資源の一層の活用と生産コストの削減を図る。
・土壌分析を実施することにより適正施肥を推進し、また１番牧草及びデントコーンの収量調査及び植生調査等を行い、その調査結果
を分析し植生改善に取り組み、良質粗飼料の生産の増加を図り飼料自給率の向上を目指す。

Ⅵ 生乳の生産者の集乳施設の整備その他集乳の合理化のための措置又は肉用牛の共同出荷その他肉用牛の流通の合理化のための措置

１ 集送乳の合理化
集送乳体制合理化のため、ホクレンへの預託による合理的かつ安定的な集出荷体制を継続して推進する。また、抗生物質残留等

の事故防止対策として治療牛のマーキング、治療履歴の記録、搾乳者への連絡等を徹底することや、自記乳温計により乳温を記録
する等し、安全な生乳の生産に努める。

２ 肉用牛の共同出荷その他肉用牛の流通の合理化のための措置
肉用牛流通体制合理化のため、ＪＡへの預託による合理的な集出荷体制を継続して推進する。また、性判別精液の活用や海外の

優良な受精卵の導入等による資質の向上並びに飼養管理技術の向上により、市場性の高い肥育素牛及び優良な繁殖雌牛の生産に努め
る。

Ⅶ その他酪農及び肉用牛生産の近代化を図るために必要な事項

（１）担い手の育成と労働負担の軽減のための措置
担い手の育成のための措置として、酪農、肉用牛経営ともに就農支援基金の活用や就農研修に対する支援などを積極的に進

め、生産構造の強化、区域の活性化に努める。
労働負担の軽減のための措置として、平成１３年度設立の「ようてい酪農ヘルパー利用組合」により定期的な休日確保が可

能となっている。また、「倶知安町営花園育成牧場」による預託放牧の実施、採草利用（採草地利用組合）を継続して推進する。

（２）その他必要な事項
・畜産クラスターの取り組みについて、「ようてい広域クラスター協議会」で区域の現状と課題の分析を行い、共通の目標と
しての区域の将来像を実現するための具体的な取組を進め、区域全体の収益性を向上させる畜産クラスターの継続的な取組を
関係者が一体となって推進する。

・土壌分析を実施し、適正施肥や肥料費削減等を推進する。また、畜産農家が生産した堆肥を耕種農家が利用し、耕種農家が
生産した飼料用米を畜産農家が利用するなど、環境にも配慮した耕畜連携を推進する。

・施設や畜産物の衛生について、関係機関による畜産農家への点検・巡回指導等を継続して実施するとともに、各農家でポジ
ティブリスト制度関連、牛舎環境の記帳実施し、飼養衛生管理基準及び家畜排せつ物法の遵守を推進するとともに、家畜衛生
管理施設の衛生改善に努める。

・各種イベント等での牛乳の試飲の実施や、区域内の婦人部による牛乳を使用した料理講習会の開催、他の道外への産地指定
パックの販売等の活動を推進し、乳製品の消費拡大、ＰＲを図る。また、飼料用米や野菜規格外品等未利用資源の活用を推進
し、畜産物のブランド化を図る。

現在 目標（令和１２年度）

飼料自給率
乳用牛 ６０．８％ ７４．５％

肉用牛 ６１．０％ ９３．３％

飼料作物の作付延べ面積 ４８２ha ４８７ha


